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「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」開催概要

【検討の全体像】

総合的な対策の方向性を提示

資料３



「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」最終報告書案（主なポイント）

１．政府による効果的な法執行

○ 直罰規定の導入等を内容とする改正特定電子メール法（１７年５月１３日成立）の効果的な執行のため、
・ 警察庁や経済産業省など関係省庁との連携強化
・ 迷惑メール相談センターの認知度の向上及び情報の有効活用 等

が必要。

２．電気通信事業者による自主規制

○ 事業者による役務提供拒否については、具体的事例の積み上げにより適切な判断が可能に。
○ ＩＳＰによる利用停止措置等を促す「迷惑メール追放支援プロジェクト」（１７年２月～）については、より実効
性を高めるため、随時見直しを行うべき。

３．技術的解決策

○ 「送信ドメイン認証技術」については、世界各国での導入状況を踏まえつつ、他業界との連携も図りながら
業界全体の課題として取組を進めていくことが必要。
○ ２５番ポートブロックやレピュテーションといった新たな技術やフィルタリングの高機能化・高精度化等につ
いては、今後の更なる進展・普及が期待。

４．利用者啓発

○ 事業者と消費者団体等が連携して、初心者向けに電子メールの基本的な仕組みやフィルタリングの設定
方法等に関するアドバイスを行う講習会等の開催が有効。

５．国際協調

○ ４月に合意した多国間ＭｏＵ（覚書）等を踏まえ、中国、韓国等アジア地域の国々、米国を始めと
する欧米諸国との一層の国際協調（政府間、民間事業者間、官民間）が必要。


